














令和 7 年 3 月 31 日以前 

令第 45 条第 3 項 

筋かいは、その端部を、柱とはりその他の横架材との仕口に接近して、ボルト、かすがい、 
くぎその他の金物で緊結しなければならない。 

令和 7 年 4 月 1 日以降 

令第 45 条第 3 項 

筋かいは、その両端の端部を、柱又ははりその他の横架材に、ボルト、かすがい、くぎ 
その他の金物で緊結しなければならない。この場合において、そのいずれか一方の端部を 
緊結する位置は、当該柱と当該横架材との仕口の部分でなければならない。 
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（令第36条第1項） （令第36条第2項⼀号）
耐久性等関係規定 保有⽔平耐⼒の計算

第3章 構造強度 − − ○ 適⽤除外できない仕様規定
第1節 総則 − − × 適⽤除外できる仕様規定
令36条 構造⽅法に関する技術的基準 ●① ○
令36条の2 地階を除く階数が4以上である鉄⾻造の建築物等に準ずる建築物 ●① ○ ● 耐久性等関係規定
令36条の3 構造設計の原則 ●① ○ （時刻歴応答解析などでも
令36条の4 別の建築物とみなすことができる部分 ○ ○ 適⽤除外できない仕様規定）
第2節 構造部材等 − − ① 構造設計の原則を表す規定
令第37条 構造部材の耐久 ●③ ○ ② 材料の品質等に係る規定
令第38条 基礎 ●（第１項①，第5項④，第6項③のみ） ○ ③ 部材の耐久性等に係る規定
令第39条 屋根ふき材等 ●（第１項①，第4項③のみ） ○ ④ 施⼯時の配慮に関する規定
第3節 ⽊造 − − ⑤ ⽕熱等の検証項⽬に関わる規定
令第40条 適⽤の範囲 ○ ○ ⑥ 令80条の2（構造⽅法に関する
令第41条 ⽊材 ●② ○ 規定）については，⼤⾂が
令第42条 ⼟台及び基礎 ○ ○ 定めた技術基準のうち，指定
令第43条 柱の⼩径 ○ ○ する部分のみが耐久性等関係
令第44条 はり等の横架材 ○ ○ 規定となる
令第45条 筋かい ○ ○
令第46条 構造耐⼒上必要な軸組等 ○ ○
令第47条 構造耐⼒上主要な部分である継⼿⼜は仕⼝ ○ ○
令第49条 外壁内部等の防腐措置等 ●③ ○
第4節 組積造 − −
令第51条 適⽤の範囲 ○ ○
令第52条 組積造の施⼯ ○ ○
令第54条 壁の⻑さ ○ ○
令第55条 壁の厚さ ○ ○
令第56条 臥梁 ○ ○
令第57条 開⼝部 ○ ○
令第58条 壁のみぞ ○ ○
令第59条 鉄⾻組積造である壁 ○ ○
令第59条の2 補強を要する組積造 ○ ○
令第60条 ⼿すり⼜は⼿すり壁 ○ ○
令第61条 組積造のへい ○ ○
令第62条 構造耐⼒上主要な部分等のささえ ○ ○
第4節の2 補強コンクリートブロック造 − −
令第62条の2 適⽤の範囲 ○ ○
令第62条の4 耐⼒壁 ○ ○
令第62条の5 臥梁 ○ ○
令第62条の6 ⽬地及び空洞部 ○ ○
令第62条の7 帳壁 ○ ○
令第62条の8 塀 ○ ○
第5節 鉄⾻造 − −
令第63条 適⽤の範囲 ○ ○
令第64条 材料 ○ ○
令第65条 圧縮材の有効細⻑⽐ ○ ○
令第66条 柱の脚部 ○ ○
令第67条 接合 ○ ×（第1項のみ） ※1
令第68条 ⾼⼒ボルト，ボルト及びリベット ○ ×（第4項のみ） ※2
令第69条 斜材，壁等の配置 ○ ○
令第70条 柱の防⽕被覆 ●⑤ ○
第6節 鉄筋コンクリート造 − −
令第71条 適⽤の範囲 ○ ○
令第72条 コンクリートの材料 ●② ○
令第73条 鉄筋の継⼿及び定着 ○ × ※3
令第74条 コンクリートの強度 ●② ○
令第75条 コンクリートの養⽣ ●④ ○
令第76条 型わく及び⽀柱の除去 ●④ ○
令第77条 柱の構造 ○ ×（第⼆号から第六号のみ） ※4
令第77条の2 床版の構造 ○ ×（第2項のみ） ※5
令第78条 はりの構造 ○ ×（PCa部材の場合のみ） ※6
令第78条の2 耐⼒壁 ○ ×（第1項第三号のみ） ※7
令第79条 鉄筋のかぶり厚さ ●③ ○
第6節の2 鉄⾻鉄筋コンクリート造 − −
令第79条の2 適⽤の範囲 ○ ○
令第79条の3 鉄⾻のかぶり厚さ ●③ ○
令第79条の4 鉄⾻鉄筋コンクリート造に対する第5節及び第6節の規定の準⽤ ○ ○
第7節 無筋コンクリート造 − −
令第80条 無筋コンクリート造に対する第4節及び第6節の規定の準⽤ ○ ○
第7節の2 構造⽅法に関する補則 − −
令第80条の2 構造⽅法に関する補則 ●⑥ ×
令第80条の3 ⼟砂災害特別警戒区域内における居室を有する建築物の構造⽅法 ○ ○

保有⽔平耐⼒計算によって適⽤を除外できる仕様規定の概要
※1 延べ⾯積3,000m2超の建築物⼜は軒⾼9m超若しくは張間13m超の鉄⾻造建築物の鋼材の接合はボルト以外の接合とする

ただし，ボルトによる接合は戻り⽌めの措置は必要（⼀号〜四号）
※2 ボルトによる接合を⾏う場合のボルト孔はボルト径+1mm（ボルト径20mm以上で構造耐⼒上⽀障がない場合は+1.5mm）以下とする
※3 鉄筋の末端の定着措置，鉄筋継⼿の重ね⻑さ，はり主筋の定着⻑さ，軽量コンクリートを⽤いる場合の補正
※4 主筋と帯筋との緊結措置，帯筋の径及び間隔，帯筋⽐の下限（0.2%），柱の⼩径，主筋量の下限（0.8%）
※5 床版をプレキャスト鉄筋コンクリート造とする場合の周囲との接合及びプレキャスト部材相互の緊結措置
※6 複筋ばりとすること及び帯筋の間隔（PCa鉄筋コンクリート造とした場合の相互の接合部分のみ適⽤除外可能）
※7 耐⼒壁内部の縦横補強筋の配筋

構造文章4（問題抜粋）－9




